
135　

第一節　英国における「統治」概念

　１はじめに　ここで主要な国の「統治」概念を検討する目的は、各国のその用法の多様性を明ら

かにするのみではない。さらに、ある種の共通性をも見いだせないかということが、特に稿者には

ある。この小稿は、むしろ多様性を浮き彫りにしようとしてものされたW.Frotscherの著書１）に依

拠しながらも、逆に共通性がないかという稿者の視点を維持して展開しようとするものである。

　２まず、英語の governmentという言葉は、ラテン語の gubernare、ギリシャ語の kybernanに

由来し、その意味は「船の操縦」を示すものであった。ここから、国民又は政治共同体の操縦や支

配へともたらされた。そして、この船と国家のパラレルはのちに欧州大陸においても見られること

になる。

　３英国における government概念の形成は、それ以前に Sir John Fortescue, The Governance 

of England 1471もあったが、本格的にはやはり１７世紀になってからである。

　すなわち、英国は１６８８－１６８９年の名誉革命において議会主義的君主制という英国に特徴的な国家

構造の礎石が築かれたのである。オレンジ公ウイリアムとメアリーは新しい国王に招かれるにあた

り、権利の章典の内容である議会の諸要求を承認せねばならなかったのである。かくて、ここに早

期にその後の絶対君主への議会による抑制が運命づけられたわけである。

　しかも、この国王と議会による共同の支配行使、governmentは政治的 civitasとして理解された

社会 civil societyの信託 trustに基づくといずれにせよ理論上考えられたことが英国の特殊性であ

るとされるのである。この点で、絶対君主制は「客観的精神」の化身としての国家の観念をもたら

し、社会には非政治的な、消極的に評価される役割をあてがったドイツ、フランスにおける憲法発

展と対照的である２）。
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１） W.Frotscher, Regierung als Rechtsbegriff １９７５
２） a.a.O.S.17－21. 大陸では、君主が長く単独で「国家」を具現し、シュテンデを国家代表から締め出したこ
とと英国の発展が対比される（S.３３）。
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　これらの憲法発展、国家思考に対して、政治理論・法学の学問上の理論的基礎を与えたものが、

他ならぬ名誉革命一年後のJohn Locke, Two Treatises of Government 1690であった。

　ここでは、ホッブスとは違ってCommon-wealthやSoveraigne powerではなく、civil society、

governmentが中心概念となる。civil societyが、人間が始源的に見出されたstate of Natureを終

結したのであり、ここで stateというのは、状態と同様で、国家 Staatではない。人間がその

propertyをより良く護りうるために自然状態を放棄するのである。その際、propertyのもと全実

質的財も生命・自由も理解されるべきものである３）。彼らの propertyの保護が最高の国家目的で

あり、社会とGovernmentの重要な目標になるのである。自然状態から市民社会への移行は、社会

契約という自然法的構成の助けでもって合法化される。そのようにして生じた社会は、構成及び機

能において、例えばそれが夫婦、親子、又は主人と召使間に存するごとき私的人格結合とは比較さ

れえぬものである。

　さて、Governmentは、ロックによれば様々の形体で可能である。国家は民主制として、寡頭

制、君主制或いは混合形体として編成され得る。ロックは、君主制国家形体が性質上所与のもので

あるというふうに単純に信用することに反対する。注目に値することには、彼はCivil Societyや

Governmentが既にその概念からして絶対君主制を排除するという把握へ至るのである。すなわ

ち、絶対君主制は実際に civil societyに不調和なのであり、だから、全くCivil Governmentの形

体でありえないのである４）。というのも、絶対君主制では、支配者が自らの裁判官なのであり、そ

れでもってしかし、社会は自然状態に戻ってしまうのであるからである。

　ロックの権力分立論も、この英国の憲法事情を反映したものである。まず、国家権力の行使、

Governmentは三権（Powers）、つまり立法権・執行権（the executive power）・連合（federative）

権に分けられるべきである。立法権は、すべての国家権力の配置を公共の福祉の達成のために操縦

する最高権力であるが、およそGovernment以上に及ぶものではない。上述した国家目的とこの関

連の信託が決定的である。執行権と連合権に対して原則として立法権が優位する。連合権にロック

は外交上の事務、特に宣戦・講和の決定や外国との条約締結を数える５）。この連合権は組織上は決

して固有の意味を持つものではなく執行権とともに英国国王の手中にあるのである。連合権を第三

権として計画する必要は、ロックの場合社会契約の結果として生ずる。（仮想的な）社会契約は単

に国民共同体の構成員間でのみ締結され、彼らがこれによって強化される。社会契約は他国民との

法的関係を創るものではない。諸国民相互間の関係ではむしろ自然状態が継続し留まるのである。
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３） このように、ロックのpropertyを資本主義的財産ではなく、生命・自由及び個人生活を維持するため所有
物を含む護られるべき自然権じしんと理解する立場（例えば、菅野喜八郎教授に見られる。菅野『論争憲法
－法哲学』１１頁以下参照）が伺えることに注意しておきたい。

４） W.Frotscher, a.a.O.S.24.しかし、これはロックの国家形体に関する前提を崩すものであろう。当時の英国
の憲法事情を反映したものと解せざるをえない。そしてまた、この特定の政治形体と不可分とする国家形
体論が彼の民主的傾向であるとして評価される向きがある。が、稿者はここに（ルソーにも見られるが。参
照、樋口陽一『憲法Ⅰ』１４６頁）「（憲）法」と「法律」の自然法論的混合を指摘せざるをえない。

５） 従って、ロックの執行権（the executive power）は、アメリカ合衆国憲法上の大統領の権限としての執行
権（the executive power）とは異なっていることになる。
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外交権はそれ故にロックにあって、社会契約に基づく内政上有効な立法・執行機能（political 

powers）とはなにか質的に異なるもの（一つの自然的権力natural power）として意味づけられる

のである６）。

　権利・自由をより良く保障するため立法・執行を区分すること。但し、執行も同時に立法に関与

すること（King in Parliament）。議会・国王の対立で司法は固有の地位を持たず、立法が by 

standing Lawsと by indifferent and upright Judgesにより統治すべきものとされた。このロッ

クの二分論は当時の英国の憲法現実によるもので、有産市民階層が議会・立法を牛耳うるもので

あった７）。

　しからば、ロックの「国王大権」についてはどうであろうか。Ｗ・フロチャーによれば、これは

ドイツ国法学における「統治（Regierung）」観念とは異なることが強調される。

　ドイツ国法学においては、Regierungは「方針を定める機能、一種の第四権」として語られ、英

国の国王大権がこのドイツの「統治権（Regierungsgewalt）」のために引き寄せられたが、これは

支持できないという。国王大権は独立の国家権力ではなく執行の部分領域だという８）。

Governmentを構成するのは上記立法・執行・連合権であり、国王大権は別であることは、ロック

の著書第二論の１２章と１４章の構成からわかるという。

　が、国王大権の内容を見ると、「法の規定によらず、時にはそれに反してでも、公共の福祉のた

めに、裁量にしたがって行為する」権力であり、「大権というのは、規則のないところで、公共の

福祉のために必要なことをする権力に他ならない」 ９）。

　このような権能、つまり、立法者がすべての事柄をあらかじめ予見し、規定しえないので執行者

に固有の形成の自由領域、国王大権があり、法律に反する行為は、例えば法律の厳格さを和らげ又

は恩赦を与えるために認められるものであるが、これらは執行権の領域に入ることがロックにおい

て何度も強調される。

　結局、国王大権は近代の「執行権（executive od. vollziehende Gewalt）」に相応し、これは純

粋な「法律執行」に限定されないものであることが結論づけられている。最高の指導任務は最高権

としての「立法」にあるという。

　しかしながら、この点は今日の「統治」の議論はまさにロックじしん認める上に述べられたごと

き一つは連合権、もう一つは国王大権を行政府に認めることに関連して展開されているのではない

６） この点は、小嶋和司教授が「外国交際の権能は、三権分立が意図する行政とは異質で」、微妙であるが「特別
の規定がないかぎり、行政部の権能」であるとされるのと近似していて注目される（『憲法概説』４３７頁）。

７） W.Froscher, a.a.O.S.25.
８） ドイツの、例えばG.Jellinek, Allgemeine StaatslehreやG.Kassimatis, Der Bereich der Regierungなど
が参照されるが、詳細は別の箇所で吟味される。ただ、ドイツの特に近代における「統治」概念の議論も組
織論というよりも機能論として意義を有したのではないかとも考えられる。なお、留保しておく。

９） 『市民政府論』鵜飼信成訳１６０項、１６６項によったが、原文はEveryman’ Library edited by Ernest Rhys, 
Philosophy of Civil Government by John Locke・with an Introduction by Professor W.F.Carpenter
を参照した。



かというのが稿者の所見である１０）。

　４ロックの体系は当時のピューリタン革命の国家観念を反映したものであり、すでにそれは

Agreement of the People 1647に見られたものであった。そしてこれがヨーロッパ最初の憲法草

案であり、アメリカ民主制原理の端緒になったものである。ここでは、ロックと異なり共和制の国

家モデルであり、行政・裁判制度に関する組織高権、最広範囲の立法及び―宗教問題を除き―最高

の裁判権を含むすべての国家権力の領域をGovernmentは含んでいて、このGovernment機能が国

王・議会に分けられずに、唯一の国民選出機関の手（いわゆる代表部）に置かれ、選挙民に留保さ

れない限り共同体のすべての事務を決する。だが、この共和制はロックの時代には挫折し、その実

現は１８世紀の北アメリカ植民地まで待たなくてはならなかった １１）。

　上述したロックのリベラルな憲法国家観念は英国ではヒューム、ブラクストーン、ベンタムにも

確認されえ、北アメリカ植民地の国家生成に生かされることになる。

　１７７６年７月４日の独立宣言はまさにロック『二論』１１ａ）の釈義として妥当するのであって、あら

ゆるGovernmentの信託的性格（property観念論及び抵抗権論）を明らかにしている１２）。また、

１７８７年９月１７日のアメリカ合衆国憲法の本質的原理もこれと同じ精神的基礎に基づいている１３）。

　もちろん、Governmentは憲法典には明文で述べられてはいないが、立法権、執行権（the 

executive power） １４）、司法権と三権が述べられる。そして、この憲法を補充し、これと分離され

ない、最初のコンメンタールと称されうるいわゆるThe Federalist Papersの中心にGovernment

概念が位置しているという。
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１０） 「執行権」が「法適用」のみならず「法定立」作用をも含むということは、ケルゼン学説からはなんらの問題
も引き起こさない自明のことである。むしろ、どのような種類の「法定立」がどのような場面で実定法上認
められるかというより具体的な態様が実際には問題になるのである。

１１） W.Frotscher, a.a.O.S.27－8. 英国が初めて「国民」社会に拡大するのは１８６７年の第二次選挙法改正後であ
るという（a.a.O.S.36）。

１１a） ロックのこの著書を『（国）政府二論』と訳されることがあるが、当時のGovernmentはまだ機能的概念であ
るから、後に出てくる内閣のGovernmentのような狭義での組織的概念から区別する意味では「政府」は適
訳と言えないことになるが、この点もなお留保しておきたい。「政府」にも広義での機能的意味が存しうる
であろうから。

　　 その後、伊藤宏之訳『全訳統治論』柏書房（１９９７）に接した。ここでは「統治」と訳されているのである。
１２） 独立宣言に言う。「われらは、次の事柄を自明の真理であると信ずる。〔即ち〕すべての人は平等に造られ、造
物主によって一定の奪うことのできない権利を与えられ、その中には生命、自由および幸福の追求が含まれ
る。〔また〕これらの権利を確保するために人びとの間に政府が組織され、その権力の正当性は被治者の同
意に由来する。〔さらに〕いかなる統治形態といえども、これらの目的を損なうものとなるときは、人民は
それを改廃し、彼らの安全と幸福をもたらすものと認められる諸原理と諸権限の編制に基づいて、新たな政
府を組織する権利を有する」（樋口陽一・吉田善明編『解説世界憲法集第３版』６２頁〈野坂泰司訳〉によった）。

１３） W.Frotscherは、さきの独立宣言の「生命、自由および幸福の追求」の箇所につき、あえて「生命、自由、実質的
所有（materieller Besitz）」と補い、propertyについても有産市民親和的（besitzbuergerfreundlich）と形
容している（a.a.O.33）。これはロックのproperty概念の理解に曖昧さをもたらすものである（この点、と
りあえず堀内『憲法［改訂新版］』８９、１０７頁参照）。少なくともアメリカ独立宣言とは明らかに異なる。もち
ろん、合衆国憲法のなかには「生命、自由または財産」という表現はなくはないが（修正条項第五、第十四）。

１４） ロックの三権分立・「執行権」の内容とアメリカの三権分立・大統領の「執行権」のそれとに食違いが認め
られることは既に指摘した。後者の三権には「連合権」がなく、解釈によっては「執行権」に含まれるとも
見られるのであるから。
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　Governmentは確かに政治的支配、公権力を指示し、ドイツでの「国家」が果たした役割を演ず

るが、これと同じでないとされる。Federalistの見解によれば、Governmentが設けられるのは、

人間の感情が理性・正義の命令に強制なしには従おうとしないからである。正義はGovernmentの

目的であり、それは市民社会の目的である。ここに再び支配と政治的共同体の結合が見えるように

なる１５）。

　Governmentの信託的結合は１６）、ロックの場合相対的に不確かな自然法的基礎に基づいていた

が、今や実定憲法に支えられ、フェデラリストでは初めてさらに裁判官の規範的コントロールの観

念により付加して確保されている。権力分立の観念も共和制的、民主制的国家のうえに移され、立

法・執行・司法の三権はpowers of Government等と称される。

　ここに名誉革命以来のイギリス国家思考を支配したごときGovernment概念がアメリカ国家理論

にも浸透していることが明らかになった。

　５英国においても１９世紀になって、これまでの包括的・機能的なGovernmentとならんで、狭い

組織的Government概念が展開されることになる。それは、国王から事実上の指揮を、議会から固

有の国家指導を奪った人格又は機関を指示し、つまりそれは執行部であるべく選出された立法部の

一つの委員会だとバジョットにより称された「内閣Cabinet」のことである。機能的概念がこの機

能を最も強力に行使する機関へ転義することはありうることで、ドイツの「統治Regierung」概念

もそれに相応する。英国でのThe Central Government又はhis（her）Majesty’s Governmentは、

内閣と中央省庁（Central Departments）を示し、それ故に今日のドイツ基本法にいう連邦政府

（Bundesregierung）のごとく組織的「統治」概念に比較しうるものであり、これが英国憲法の教

科書では支配的であるというのである１７）。

　但し、英国では機能的Government概念が維持され続けたというのであり、ドイツ観念論やヘー

ゲル国家学も一部に信奉者を見い出したが１８）、基本的にはリベラルな憲法国家の発展が見られたと

いう１９）。

１５） しかし、かかる観念がドイツ流の「統治」「国家」の概念に全く含まれないとは断言できないだろう。
１６） このGovernmentが市民社会の、そして人民の受託人 trusteeであるということを岩手県の幹部職員で地方
自治体理論家であられた田沢文雄氏はよく強調しておられた（「信託行政の原理」公法研究２８号（１９６６）２０４
頁以下）。

１７） W.Frotscher, a.a.O.S.36－7.
１８） Thomas Hill Green, Bernard Bosanquetが挙げられる（S.37）。
１９） ヴィクトリア自由主義の代表者John Stuart Mill（Considerations on Representative Government 
１８６１）は個人の自由を代表民主制的平等の上に置いた。このミルの論敵Walter Bagehot（The English 
Constitution １.ed. 1867）にあっても根本的には異ならなかった。バジョットは周知のごとく理論的とい
うより実践的で代表制Governmentの living realityを分析しようとした。彼は、従来の立法・執行・司法
の三権分立を理論的に過ぎるとして拒否し、その代わりにdignified parts of Governmentとefficient 
parts of Governmentに二分する。前者は重要な統合する、国家的権威を基礎づけるファクターで、国王や
上院がそれに当たる。下院にもこの局面があるが、Commonsの主要任務は、総理大臣の選任のような後者
である。そして、バジョットにあって内閣がこの統治体制の重要な点を形成し、同時にこれは立法・執行の
完全な融合を示すものとされる（S.37－9）。



　６Ｗ・フロチャーによれば、今日英国と西欧大陸の上述のごとき国家理論の発展の相違を考慮せ

ずにStateとStaat（又はEtat）、GovernmentとRegierung（又はGouvernement）相互間が混同

されているのは百科事典的な一致によるものであり、英国は本質的要素をGovernmentに求むべき

であるということになる。英・米の憲法思考の基本概念は、「国家」と「社会」ではなく、「市民社会」

とGovernmentであって、両者間は高権力の行使という点で相応するが、根本的に異なるという２０）。

　もっとも、当初のロックにおける社会は長年貴族及び有産市民に限定されていて、Government

はその階層の保護機能を果たした。積極的市民、つまり選挙権を都市の労働者層へ拡大した１８６７年

改革法以降Governmentはそのためにより広い機能を信託的に受け入れなければならない。この民

主的概念と従来のGovernmentや市民社会により示される英国の国家把握は矛盾するものではない

という２１）。

　７こうしたＷ・フロチャーの考察はそれじしん説得力がある。ただ、その際にヘーゲルや「国

家・社会」の区分といったドイツの伝統的理論とのやや硬直的な比較によって後者の時代的背景の

制約をそのままマイナス評価の対象としているのはどうであろうか。我々が、民主制のもと今日の

「統治」作用のあり方を考えるにあたり、時々の時代的制約性を理解しながらもそれを越えて現代

社会にまで妥当しうるような普遍性、共通性の探究という視点も、特に憲法（学）史の研究におい

て看過されてはならないのではなかろうか。

　Ｗ・フロチャーがモノグラフィーを著したのは１９７５年である。戦後新たに議会主義民主制が一応

軌道に乗り、わが国では違憲審査権の行使がようやく実質的に機能し始めた頃である。が、現代民

主制はいまや議会による「立法」と行政府による「法律執行」、そして権利救済のための「司法」と

いう図式のみでは国民・国家が抱え、解決を迫られている諸問題、例えば経済・財政的危機、災害

対策、高齢社会における福祉・年金問題、国際平和維持、有事問題等、平時のルーティンでは対応

しきれない課題が山積している。こうした情況に直面したときに、いかなる国家統治のあり方が可

能であり、望ましいのかという視点がいまや求められている。比較憲法（学）史も、その時々のか

かる具体的な諸問題を視野に入れながら、また改めて読み直していくという作業も必要なのではあ

るまいか。
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２０） Governmentは社会に奉仕すべきもので、決してそれを規律又は支配するものではない（Woodrow Wilson, 
The State）とか、Governmentは社会の道具であり、創造者ではない（Frederick Pollock, Locke’s 
Theory of the State）といわれ、　Hobbes、Hegelにとり国家は手段でなく、目的である。英国の理論で
はGovernmentは社会の位置と不可分である。Governmentが独立していず、国家の絶対化へは発展しな
い。１９世紀ドイツでは社会が押し退けられた。英国では国家・社会の二分を共にしなかった、とされる
（a.a.O.S.41）。

２１） a.a.O.S.42－3.
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　第二節　仏国における「統治」概念

　１はじめに　フランス語 gouvernementは、英語のGovernmentと同様にラテン語の gubernare

に由来するものであるが、英国の用法とは同じでないということにまず留意する必要がある。フラ

ンスではこの言葉は、憲法史上pouvoire exécutifと使い分けられることが多い。

　２この言葉には、後に直接連続しない前史がある。すなわち、中世からフランス革命までのアン

シャンレジームの時期には、この言葉は軍事的行政区域を指示するものとして用いられた。戦時中

にその区域は国王の陸軍中将（lieutenant général）に委ねられたのである。１３世紀末に一時的必

要から設けられたものが１６世紀には全フランク王国がこの gouvernementに分けられるに至った。

当初軍事的安全確保が目的であったものが、その後この区域の司令官gouverneureがその任務を逸

脱し、一般行政や裁判、そして命令を発し、しばしば自らの判断で税を徴収したのである。国王は

当然さまざまとこれを阻止すべく手を打ったが、アンシャンレジーム末期までに州（プロバンス）

の gouvernementの数はたえず増大し、１７８９年フランス本国で４０、その他に９を数えた。しか

し、この制度は１７８９年１２月２２日の憲法制定国民会議のデクレにより終了し、１７９０年２月２６日の法律

により、新しい行政区分のためにdépartement概念が採用されることとなった２２）。

　他方、このいわば形式的・制度的概念と並んで、アンシャンレジーム期に、実質的 gouvernement

概念も存した。初期近代の英国の governmentやドイツ国法学のRegierung同様、憲法実践におい

て国家支配の行使の意味として用いられたほか、国家理論においても、これがフランスの政治思考

の主要概念に発展することはなかったというけれども、知られていたのである。

　ボーダン（ J.Bodin、Le Six Libres de la Republique 1576）にあって、le gouvernementは

国家定義の構成要素であった。彼の La Républiqueは、res publicaつまり、国家のことであっ

て、君主制もRépubliqueの一種であった。そして、gouvernementは最広義の支配、政府、統治

と同様のものを意味したが、国家と主権、la Républiqueと la Souveraientéがボーダン国家学の

中心にあり、gouvernementは中心的意義を獲得していない。ここにロックとの相違があり、これ

らはそれぞれの時々の政治的権力関係に相応したものであり、１７世紀末フランスは絶対主義のピー

クに達し、ルイ１５世はL’Etat c’est moiと述べたのであった（１７６６年）。

　だが、１８世紀のフランス国家学の代表者たちはむしろ絶対的な gouvernementを否定し、この概

念が包括的で様々の国家形体を許すものと理解していた。例えば、Argensenは君主政原理（１７６４

年）、Montesquieuは権力分立（１７４８年）、Rousseauはラディカルな民主制（１７６２年）を構想した

ごとく。ルソーにあって、gouvernementは国民、これは観念体であるが、この主権者への厳しい

依存のなかに置かれる。民主制という国家形式においてのみ gouvernementを「執行権」として理

解されうる。従って、君主制のもと与えられている主権と gouvernementとの結合は概念じしんに

２２） W.Frotscher, a.a.O.S.46.



内在的なものではないと考えて、ここにアンシャンレジームの終焉、新しい時代の始まりを知らせ

ている２３）。

　３革命期（１７８９－１７９９年）この期においても、上述のごとき gouvernementが民主的国家構造で

は合法的な執行権の行使を指示するというルソーの把握は、一定の政治勢力の受け入れるところで

はなかった。彼らにとりそれはアンシャンレジーム期から知られたような全国家権力の君主制的構

成と同義であった。

　まず、１７９１年憲法の中心的言葉は la nationで、国民は最高国家権力の所有者である。le 

Pouvoir législatif, exécutif, judiciaireの三権はそれぞれここから導出されるものである。執行権

は立法権より弱いが、その長たる国王は憲法生活における重要な権力ファクターに留まる。立法権

及びその機関たる国民議会の優位は当時も今日も民主制的国家理解に相応するものである。この憲

法において、gouvernementは国家構造上役割を演じていない。１４条では執行権の組織を指示する

ために統治形式の意味で用いられ、他方、９８条では統治・行政装置が意味されている。このもはや

重要でない gouvernementの用法は１３４条での国王の手中にある執行権の行使である

administrationという意識的用法に対置している。１７９１年憲法と結合している人権宣言は、同様に

前文冒頭に gouvernementを含んでいるが、制憲者はこれをかの国家観念のためには使っていない

のである。その gouvernementは、革命前の時代の腐敗した、非民主的統治のことであった。その

概念は、民主主義者、共和主義者の目には消極的な色彩を帯びたものに映り、これは後にもそれに

付着していくのである２４）。

　王制廃止後の１７９３年２月のジロンド党の憲法草案は、すべての国家権力の所有者としてのナシオ

ンが、国家権力行使という包括的意味でのgouvernementを人権の上に基礎づけるという。１７９３年

６月２４日に過激政治主義者が新憲法を決定する。ここでは、ルソー流民主制理解からできるだけ直

接民主制を創設しようとし、強い執行権は適合しない。Conseil exécutifはCorps Législatifに依

存する。これはもはや、議会の代理人 agent de l’assembléeであるといわれる（G.Burdeau）。

gouvernementはこの憲法では場所がない。が、その人権宣言のなかにのみ見られる。１条では社

会の目的は共同の幸福であるとし、gouvernementは個人にその自然の、不可譲の権利行使を保護

するために必要であり、その gouvernementの行使が国民の権利を侵害する場合には国民の抵抗が

神聖な権利であり、義務である（３５条）とする。

　ここでの gouvernementは立法権を含むすべての国家機関を包含する。特に社会や gouvernement
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２３） a.a.O.S.47－52. ルソーのgouvernementをこのように「執行権」に限定するのは国家形体ではなく、政治
形体の特徴を意味するものとも考えられるが、このへんの関連は難解で、留保しておく。

２４） W.Frotscher, a.a.O.S.53－4. なお、条文については、野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（昭三七）、
Ｍ．デュヴェルジェ・時本義昭訳『フランス憲法史』（平七）を参照した。が、最終的には、稿者により替え
訳をしている。原文については、L.Duguit, H.Monier, R.Bonnard, G.Berlla, Les Constitutions et Les 
Principales Lois Politiques de la France depuis 1789, 1952を参照した。
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が中心に置かれるこの１条に、英国の国家把握との類似が明らかになるけれども、これはのちの憲

法発展において再び失われていくことになる。この１７９３年憲法は国民により多数で採択されたが効

力が発効しなかった。というのは、国民公会が内外の政治的困難に直面し、まずはじめにすべての

権力を自ら行使しようとしたのだから。この憲法空白時にフランスはロベスピエールRobespierre

が擁護者であったいわゆる革命政府 gouvernement révolutionnaireのもとにあって、これは国民

公会の独裁により、とくにその公安委員会の恐怖政治により特徴づけられ、公安・安全委員会は

Comités de gouvernementとも呼ばれた２５）。

　１７９４年６月２７日のロベスピエール失脚後に、流血事件やブルジョワメンバーの結集により、１７９５

年１０月２７日より急進的でない新民主的憲法が発効することになり、これは民主主義の行進を阻止す

ることを決した反動の道具とも言われた（J.Godechot）。

　１７９５年憲法では、立法権がある程度後退し、真の権力分立に至り、またアメリカの先例にならい

五百人院と元老院の二院制となる。執行権は立法部により任命される５人の執政官に委ねられる

（directoire）。が、この憲法では gouvernementは出てこない。全国家権力としても執行権又はそ

の機関としても用いられなかった。

　総括すると、gouvernement概念は革命期の諸憲法においては少ない場所で入口を見いだすのみ

で、国家構築の観念に対して広範なる意味を持たなかったことが確立されうる。この gouvernement

概念に対する制憲者の明らかな拒否の原因は、１７８９以前に人が経験したごとき君主制的

gouvernementがこの概念を信用ないものにしていたということに求められると、Ｗ・フロチャー

は言う。つまり、ロビスピエールの革命政府 gouvernement révolutionnaireはすべての国家権力

の集中であり、公安・安全委員会のComités de gouvernementは通常の憲法状態としてではなく

内外政治の緊急情況による例外的なもので、この概念は威嚇的なものと看做されたのだという２６）。

　４統領政治（consulat）と第一帝国（１７９９－１８１４年）シェイエスはまもなくこの国の政治的憲法

へはるかに強力な影響を獲得することになった。１７９９年１１月９日（共和８年ブリュメール（霧月）

１８日）ボナパルトBonaparteのクーデター後彼はこのBonaparteそしてRoger Ducosとともに暫定

政府、臨時統領政治Consulat　provisoireを創設した。そして、彼は１７９９年１２月１３日（共和８年フ

リメール（霜月）２２日）発効した新憲法の理論的基礎を決定的に定めたのであるが、この憲法は組

織的意味でのgouvernementを含んでいる。執行権の頂点Spitzeを示すこれは三人の統領に委ねら

２５） W.Frotscher, a.a.O.S.55－6.
２６） a.a.O.S.56－7.もちろん、gouvernementを憲法のなかに取り入れる試みもなかったわけではない。Sieyés
が１７９５年７月２１日の国民公会（Konvent）における新憲法の審議過程でgouvernementがないことを遺憾だ
と述べているという。シェイエスの固有の憲法観念においては、gouvernementは立法者（legislature）や
憲法委員会（ jurie constitutionnaire）とならんで、重要な役割を演ずる。それは、すべての法律を提案し、
その執行を監視するべき国家機関である。彼は le gouvernementと le pouvoire exécutifを峻別し、後者は
行為する機関であり、前者は考え、熟慮し、審議する機関を意味し、市民に直接影響を持たない。かかる
シェイエスの観念は前者の概念が反人民的性格が強すぎて、国民公会で貫徹できなかった（a.a.O.S.57）。



れる。統領は１０年任期で元老院により選出されるが、最初にBonaparte、Cambacérès、Lebrun

が第一、第二、第三の統領に憲法でそれぞれ任命される（Art.39）。外見に反しこの

gouvernementは合議機関ではない。第一統領Bonaparteがたいていの重要事項を単独で行う。と

りわけ、法律を審署し、コンセイユデタのメンバー、大臣、官吏を任免する（Art.41）。他の統治

事項についても決定的である。残りの二名の統領は審議に加わるだけである（Art.42）。

gouvernementは国内・外の安全を監視し、この目的のために軍隊を指揮する（Art.47）。外交関

係を処理し、他国と条約を締結する（Art.49,50）。単独の法律イニシァチブ権を有し、命令権をも

つ（Art.25,44）。しかも、他の国家機関の構成へも影響を持ちうる（Art.16,41参照）。立法府はこ

れに対して弱く構成されている。そこでは護民院（Tribunat）と立法院（Corps Législatif）に分

けられ、前者は gouvernementにより提案された法律を議論し、固有の（しかし、全く拘束力のな

い）意見を表明する（Art.28,29）。後者は護民院及び gouvernementの代理の聴取後、法案につい

て意見の開陳なしに票決しなくてはならない（Art.34）。

　全体として、権力分立が強力な執行権のために追いやられていることを国家機関の構成が示して

いる。１７９９年憲法は、独裁制を共和制の形式・外見のマントのもとに隠そうとしたとしても、国家の

支配権、執行権の頂点を gouvernementでもっておおっていること偶然ではない。gouvernement

概念がはじめてフランス憲法で決定的な役割を演じたのである。これに対して、Le pouvoir 

exécutifはこの憲法テキストにはもはや見られない。かかる用語法は、すでにここで強い人は法律

を執行すること、それ故に単に執行権であるにすぎないことに限定しようとせずに、統治、支配し

たいということを明らかにする２７）。

　gouvernementが革命期に拒否されるのは明らかである。統領の gouvernementは専制政治 un 

régime autoritaireに見える。シェイエスはこの展開を欲しなかったが、当時の憲法現実は、この

神父の人によってではなく、将軍のそれによって決せられたのである。

　ボナパルトは、この地位を次の時期に憲法法的にもさらに構築したのである。まず、１８０２年の元

老院決議で第一統領が終身官となる。ついで、１８０３年の元老院決議で第二、三統領の選挙人を提案

できることとし、二回の拒否にあっても三回目で拘束的となる。さらに、後継者を自ら決する権限

をもった。１８０４年の憲法改正でこのNapoléon Bonaparteがフランス皇帝となる。ここで

gouvernementは単に執行権の頂点のみならず、全国家権力の座を示すことになる。立法府は無力

化し、元老院は gouvernementの執行機関の性格をもち、さながらそれは主権者のごとくであっ

た。この皇帝憲法はもう一度改正された。ナポレオンがエルバ島から帰還後補充命令を提出し国民

投票で採択され、１８１５年６月１日から６月２５日の退位まで効力をもった。これで、立法府に共働権

を与え、gouvernementの力を後退させた。Art.39は大臣責任制を採用し、下院が告訴し、第一院
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２７） W.Frotscher,a.a.O.S.57－9. この最後のまとめはしかし、用語法についてのものと解すべきであり、その実
態に必ずしも相応することにはならない。「執行権（vollziehende Gewalt）」に「法律執行」に限定されな
い内容を見いだす見解が存することは別の箇所でも見る通りである。
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Chambre des Paireで裁判する。が、gouvernementはなお強力な政府であった２８）。

　５王政復古・議会主義・民主制（１８１４－１８５１）ナポレオン失脚後、帝国憲法は失効した。同時に

gouvernemegnt概念もその中心的意味を失った。元老院が制定し立法院が同意した新憲法は再び

le pouvoir exécutifを採用した。Art.4により、この執行権は国王に帰属する２９）。国王はさらに立

法にも関与する（Art.5）。フランスの gouvernementは君主制で、世襲制であり、フランス国民の

自由な決定によりLouis-Stanislas-Xavier de Franceが国王に召喚される（Art.1,2）。

　ところが、ルイ１８世は国民の恩恵による即位を欲せず、この憲法を拒否し、１８１４年６月４日自ら

の草案を発表し、革命憲法の伝統との断絶を表明するCharte Constitutionelleの名のもと法律と

なした。これは神の摂理から君主制原理に立ち、国家権力は国民でなく国王の人格にある。憲法は

これでもって彼の権限を随意に制限する一種の君主の恩恵として把握された。

　この憲法の基礎となる国家把握は、君主制的 gouvernementを期待させる。けれども、憲法テキ

ストはこの概念を避け、その代わりに民主的・立憲的な用語を用いている２９）。すなわち、三権とし

てpuissance exécutive（Art.13）、puissance législative（Art.15）、justice（Art.57）が用いられ

ている。但し、ここで権力分立論ではなく国王が支配的役割を演ずる分配であった。国王は執行権

の頂点であり、軍隊を指揮し、戦争・講和を宣し、条約を締結し、命令を発する（Art.13,14）。の

みならず、立法権を貴族院・代議院とともに行使し、国王が発議権を持つ（Art.15,16） ３０）。国王の

人格は神聖にして不可侵 inviolable et sacréeで、大臣が両院に責任を負う（Art.13）。この規定や

ルイ１８世の実践を根拠に当時フランスで初めて議会主義が採用されたといわれうる（J-

Barthélemy, G.Burdeau）。そのような形成はもちろん誤った観念を呼び起こす。今日の議会主義

が述べられえていない。国王は議会に依存せず、むしろ原理として主権者君主の譲歩としてあらわ

れている。しかも、議会は上級貴族や金持ちから構成されていた。

　この１８１４年のシャルトは、立憲君主制憲法の雛型として妥当し、フランスを越えてドイツへも影

響を与えているのであるが、これは立憲君主制の偉大な理論家Benjamin Constantの観念に刻印

づけられたものであり（この新憲法発効より少し前の１８１４年５月２４日に公にした）、彼によれば、

le pouvoir royal, exécutif, représentatif, ju dicatif, municipalの五つの憲法的権力に分けられ

る。ここで関係のない最後者を除き、三つは従来の立法権、執行権、司法権に相応するが、第四権

である le pouvoir royalはある程度他の権力より上に立ちそれらの関連を監視する。le pouvoir 

royalのトレーガーとしての立憲君主はこのようにして他の権力、特に国民代議院の上に置かれる。

実効的な権力分立は見られない。国王は、すべての国家権力の唯一の源であり、国家を代表する。

２８） a.a.O.S.59－60.
２９） ここに、「執行権」が王制においても用いられる。その内容は「法律執行」に限られるものではないだろう。
３０） この政府単独の発議権体制は、この憲法が初めてではなく、それより前の１７９９年のナポレオン統領憲法にも
既に採られたものであることに注意を喚起しておこう。これに対して、参照、新正幸「議員立法－理論的見
地から」ジュリスト１１７７号（２０００.５.１－１５）７８頁、同『憲法と立法過程』１８８頁。



これに国民が議会に代表されて対立する。国家・社会の二元論は、民主的国家理解を困難にしたの

であるが、これはコンスタンのモデルのなかに明らかに計画されている。このコンスタンの国家構

想がドイツのRegierung概念の形成にも意味を持つという。これに対して、gouvernement概念

は、その構想では１８１４年シャルトにおけると同様に、役割を演じなかったのである。

　１８３０年８月１４日憲法は、ひとめでは１８１４年憲法の単なる新版のごとくである。上書きするごとく

に。執行権は国王に、また両院とともに立法権を行使する。gouvernementは憲法には用いられな

い。しかし、かかる外見的な一致にもかかわらず、この憲法は全く新しい憲法である。カール１０世

の権限を奪った革命が先行した。Louis Philippe新王は、フランス国王に即位する前にこのシャル

トへの宣誓を済まさねばならなかった。憲法は国王の恩恵ではなく両院により代表されたフランス

国民の契約的基礎であった。神の恩恵による君主制は国民主権の基礎に基づく君主制により解消さ

れた。かくて、国王は君臨 régnerすれども、統治gouvernerせずというチェールThiersの要請３１）

が充たされたかというと、後者を全国家権力の包括的意味とすれば、答えはノーである。チェール

はLe roi régne, les ministres gouvernent, les chambres jugentという。gouvernerがより狭

い意味で用いられている。国王は統治すること、すなわち政治を決し、国家行為を操縦することを

大臣たちに委ねるということであるが、１８３０年シャルトはこの観念にマッチしなかった。国王は相

変らず多くの重要な権限をもち、gouvernerに相応しいものであった（もっとも、ルイ・フィリッ

プの政治実践はチェールの言葉で書かれうるとG.Burdeauは見ているという）。いずれにもせよ、

１８３０年シャルトは近代憲法国への発展の一歩であり、１８１４年憲法下の事実上の議会主義に今や理論

的な議会主義が続いたことになる ３２）。

　１８３０年憲法は、確かに国王権力を制限したが、富めるクラスに政治的発言権を与えていたので

あって、それ故に１８４８年の革命にいたるまで反対が増大し、かくてここに君主制が廃止され再び共

和制となったのである。１８４８年１１月４日の新憲法は、多くの点で革命時の民主的憲法を想起させ

る。権力分立は本質的憲法原理として確立される（Art.19）。立法は再び一院制となった（Art.20

以下）。執行権は共和国大統領に委任される。大統領の任期は４年で原則として普通選挙で選出す

る。大統領の執行権 le pouvoir exécutifは国民主権から導出され、議会の代理agent d’assemblée

に限定されない。執行権を弱くするGrévyの提案は多数により斥けられ、立法権と執行権は同列に

並んだ。gouvernement概念はこの憲法にとり実効的憲法的意義を持たなかった。前文によると共

和制はgouvernementの確定的形式である。同様にArt.19は広く国家支配をおよそ指示する意味に

おいて、権力分立を自由なgouvernementの第一前提として確立したのである３３）。
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３１） ThiersのLe roi régne, mais il ne gouverne pasの形式のルーツについて、W.Frotscherによれば、まず
一つは、ポーランドの大宰相で軍司令官であったJan Zamoyskiにさかのぼる。彼が１５７３年に、国王候補者
でのちのフランスのヘンリー３世であるHenri de Valoisに対して、Rex regnat, sed non gubernatとい
う統治原則を突き付けたという。また別の見解によると、Zamoyskiがこれを後のポーランド議会での演
説で確言したもので、さらにこのシュプールはローマの国家思想にいたるとされる（a.a.O.S.63）。

３２） W.Frotscher,a.a.O.S.60－63.
３３） a.a.O.S.64.
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　６第二帝国（１８５２－１８７０）１８５１年Louis-Napoléon共和国大統領は、国民議会を解散し、広い国

民大衆の同意に基づいて単独支配の道をとり、Napoléon Bonaparteの相続人として振る舞った。

１８５２年１月１４日宣言は、彼の第一統領への唯一の賛美歌であり、同日の新憲法は１７９９年憲法の明ら

かな類似を含んでいた。すべての国家権力を gouvernementに置き、それは強い執行権以上のもの

であった。大臣、参事院（コンセイユ・デタ）、元老院、立法院はルイナポレオン大統領により演

じられる統治の手中にあった（Art.2,3）。大臣は大統領に対してのみ責任を負う（Art.13）。参事

院のメンバーは大統領により任免される。その任務はArt.50,51により、法律案を校訂し、

gouvernementの名で元老院・立法院の前で代表する。元老院（Senat）は１５０人で構成され、１７９９

年憲法の Sénat conservateurを想起させる。枢機卿、陸軍元帥、海軍大将、及び大統領により選

出された者により構成される（Art.19,20）。元老院は憲法の監視人である。あらゆる法律が、この

ために審署前にここで審査されねばならない。また、gouvernement又は市民の請願により憲法違

反とされたすべての他の行為も審査される（Art.25-29参照）。立法院は、確かに普通選挙によって

選出されるが、その立候補者は政府によって提案されたという。さらに、立法院は法律イニシァチ

ブ権を持たなかった。単に法律案について政府に助言し、可決しうるのみであって（Art.39）、い

つでも大統領により停会、解散されうるものであった（Art.46）。独裁、絶対君主との違いは、原

則として国民主権に基づいていたことである。実際、憲法は大統領に全国家権力を与え、大統領は

gouvernementを具現したのである。再びアンシャンレジームやナポレオンの支配下のごとく

gouvernementは原則として主権者であったということで一致していた。

　１８５２年１１月７日憲法改正元老院決議は世襲皇帝を採用し、Louis-Napoléonはナポレオン３世と

して即位した。

　大体１８６０年以降、ある程度自由主義化に向かっていった。１８６９年９月８日憲法改正は、皇帝と並

んで立法院に法律イニシァチブ権を与え、元老院は公開となり、法律の公布に反対し若しくは新た

な審議を要求しうるようにし、両院のメンバーは gouvernementに質問権を持った。が、

gouvernement概念は従来の意味で維持され留まった。これら新規定はこの概念が pouvoir 

exécutifに沈むことになるような権力分立ではなかった。単に全体国家を緩和するのみであった。

１８７０年５月２１日プレビシットにより憲法改正が行なわれた。もしも１８７０年９月４日これがセダンの

戦いの敗北後帝国とともに消滅していなかったならば、議会主義が再び採用されていたであろうと

いわれる３４）。

　７第三共和制（１８７１－１９４５）国防政府Gouvernement de la Défense nationalによる新共和制

の一時的支配の後、１８７１年２月１７日の新たに選出された国民議会は、統治の事務をアドルフ・チ

エールAdolphe Thiersに委ねた。が、ここで彼に gouvernementが委ねられたのではなく、執行

権の長Chef du Pouvoir exécutifに任命されたのであった。この概念選択には、今日の語義にお

３４）a.a.O.S.64－6.



ける統治の権力を狭い限界の中に保ち、国民議会に無制約な優位地位を与えるという傾向がすでに

表明されているという。あくまでも、国民議会の権威のもとで統治の長がその権限を行使するとい

うのである。

　革命期の国民公会とは違って、主として君主制的に意味づけられた１８７１年の国民議会は、単に議

会に依存する執行機関のみでなく、強い gouvernementを設けることの民主主義的ためらいは確か

に持たなかったが、しかし、議員の多数は、チエールの統治を単に一時的解決と見ていて、君主制

の再来で以て終わるものと見ていたのである。その視点からすれば、チエールを国民議会の依存の

もとに保つことは重要であった。この目標に役立ったのは、１８７１年８月３１日の法律であった。この

法律は、共和国大統領のタイトルを確かに与えたが、しかし、他のところでは国民議会の最高決定

権を改めて強調したのである。

　憲法実践では、チエールはもちろん執行代理人 agent d’éxecutionという予定された役割を越え

て真の gouvernantになっている。国民議会はそのため１８７３年３月１３日大統領の権限をさらに制限

する法律を可決した。そこでチェールは共和制体制を継続的に確保する法律案を通過させようとし

た。が、これに失敗し１８７３年５月２４日身を引いた。同日Marschall Mac-Mahonが新大統領に選出

された。そして、１１月２０日の法律は彼に７年間執行権を委ねた。

　この１８７１年から１８７５年まで国家権力の全体が国民議会のもとにあったと確言できるという。これ

に対して、執行権は議会に依存する執行機関のみを形成し、法律上 gouvernementでなく、

pouvoir exécutif概念でもっておおわれていた。国民議会の専制的地位は、憲法史上の文献で再び

広い実質的意味での gouvernement、つまりGouvernment de l’Assembléeを語ることを正当づけ

るように見られるという（Burdeau, P.Bastid） ３５）。

　さて、１８７５年憲法は、三つの法律から成る。�１８７５年２月２４日の元老院の組織に関する法律、�

１８７５年２月２５日の公権力の組織に関する法律、�１８７５年７月１６日の公権力間の関係についての法律。

　これらは、合わせても３４ヵ条にすぎず、国家、社会、国家権力、人間の自由権に関する一般原

理については見られず、広く展開可能性が開かれていて、必要なことのみ定めようとしたのであ

る。�は、Art.1で立法権を扱うが、他の二権には及ばず、共和国大統領の機関・権限に関わる。

機能として、立法に影響を持つことのほか、執行権を任せられる。�のArt.7,9では、pouvoir 

exécutifが使われた。Art.7は大統領の椅子が一時的に空いているときに閣議が執行権を執ること

にする。Art.9はpouvoir exécutifと両院（元老院と代議院）の所在地はヴェルサイュ Versaillesと

する（１８７９年７月２２日の法律でパリに移る）。

　他の場所では１８７５年憲法は gouvernement概念も含んでいた。�のArt.6によれば、大臣は

gouvernementの政策に責任があった。�のArt.7によれば、大統領は法律を gouvernementに送

付されて一ヵ月内に審署する。が、この用語選択に特別の憲法的意味はなく、ここの gouvernementは

�のArt.6,9の pouvoir exécutifとされているもの、つまり、大統領にのみ帰属する執行権の指揮
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３５） W.Frotscher,a.a.O.S.66－7.
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と同じ地位が述べられている。

　しかし、これに対して第三共和制の国法学においては、制憲者とは反対に gouvernement概念を

体系的に捉えようと試みた。一つは包括的意味での全国家権力の行使、もう一つは執行権及びその

機関に限定される概念が本質的に区別される。W.Frotscherの要約によると次のようである３６）。

　エスマン比較フランス憲法綱要（A.Esmein, Eléments 1921）はうえの全国家権力行使を固有

の意味としつつ、執行権の狭義の gouvernementが日常用語として流布しているのみならず、上出

憲法テキスト�のArt.７でも一役演じていることを認める。このことは、正しくはないとしてもし

ばしば執行権が市民によりすべての国家権力の唯一の管理者と看做されていることやルソーがこれ

を狭義で理解したことの影響によるものだとされる。

　デュギー憲法提要（L.Duguit, Manuel 1923）は、国家機能を立法、行政、司法の三つに分け、

特別の gouvernement機能を否定する。この gouvernementは一つの機関であり、純粋に形式的・

組織的な統治概念とする。この機関はすべての国家機能に参加しうる。執行権に限られない。大臣

が行使するとしても、その頂点に大統領が立ち、すべての権限を手中に持つ。このことは、いずれ

にしても１８７５年憲法に妥当した。デュギーは、二つの統治形式formes de gouvernementを区別す

る。一つは統治を形成する者が現実の国家権力の代表であり、議会と並立するもので、アメリカ合

衆国憲法や１８７５フランス憲法に見られる。二つ目は統治が国家権力を単独で代表する議会の単なる

執行の道具となるもので、１７９３の山岳党員montagnardeの憲法がそれであるという。

　カレドマルベール（R.Carré de Malberg）は、デュギーとは異なり gouvernement概念を執行

権の領域に組み込む。彼は立法、行政、司法の三つの国家機能を区別する。そして、この内の行政

をさらに厳密な意味での行政 l’administration stricto sensuと le gouvernementに分ける。この

後者はそれ故に機能的意味を持つ。前者は単なる法律執行に汲み尽くされる。gouvernementはそ

れを越えて、統治機能を含む。この区別から、統治行為 actes de gouvernementの問題、つまり

いかなる範囲で統治領域に法的拘束が存するのかという問題が生じたという。彼は、actes de 

gouvernementをacte exécutifとして、つまり法執行として見ていた。なぜならばそれは確かに単

純法律に拘束されないが、しかし、憲法に拘束されているから、という（国家の一般理論

Contribution 1920）。gouvernementはそれ故にマルベールの見解によれば、執行権、広義の

administrationの一部を成した。彼はgouvernementをこの行政の一般的概念のもとに捉えない例

えば、Otto Mayerのようなドイツの論者に反対した３７）。

　バルテルミー／デュエズ憲法概論（Barthélemy/Duez, Traité, 1933）は、通常 gouvernement

は、国家の頂点に位置し主権を行使するもの、より特別には pouvoir exécutifの代表団、さらに狭

くは内閣に関わるもの、公的問題の最高指揮権を示す。これらを整理すると再び、二つの基本カテ

３６） a.a.O.S.69－71.
３７） けれども、ここの所は「法律執行」と「法執行」との混乱が見られる。「憲法」に拘束されるからといって、
それが直ちに「行政」になるものではないだろう。



ゴリーに還元されうる。形式的・組織的概念、国家権力を行使する人の全体。より狭くは執行権を

持つ人の全体、さらに狭くは内閣のメンバーとしての gouvernement。実質的概念、最高の国家行

為指揮としての gouvernement。このなかの fonction gouvernementaleとfonction administrative

の区別は、しかし憲法現実において厳格には区別されえぬとする。

　かかる学説による体系化は、憲法自身には関係なかった。このことは無条件に欠陥を意味するも

のではなかった。１８７５年憲法は、非常に長期に妥当したのは、これが非ドグマ的性格であったこと

から、少なくとも部分的に説明される３８）。

　さて、ドイツに軍事的敗北を喫して１９４０年７月１０日憲法改正となり、国民議会がすべての国家権

力を共和国の gouvernementのもとに置き、これは執行機関を示すための組織的意味で採用したも

のであるが、これに憲法制定権が与えられた。ここに新たに gouvernementは強力な（たとえ全国

家権力でないにしても）統治を示すことになった。ヴィシー Vichy政権の多くの法律は、

gouvernementとの合成で組織的統治概念、「政権」にしっかりした線を与えた。gouvernement

は、国家主席ペタンMarschall Pétainとその大臣と若干の次官から構成されていた。１９４２年４月

１８日の憲法令第１１号Acte constitutionnel NO.11により、政府主席Chef de Gouvernementが置

かれ、これは、国家主席により任命され、これに責任を負い、フランスの対内、対外政策を決する

任務を持った。が、ヴィシー Vichy政権は新憲法のための諸計画をそれ以上には実現できなかっ

た。最終草案の一つは、国家権力を fonction gouvernemental, législative, juridictionnelに三分

して、別々の機関に行使させることを考えていた。元老院と代議院が立法権を形成し、fonction 

gouvernementalは国家主席、大臣、次官に任される。gouvernementは fonction gouvernemental

を行使する人たちの全体を示す。ここに、それ故に実質的概念と並んで、組織的な gouvernement

概念が生じた。この以前の憲法テキストに比較して慣れない用語選択は、この国家権力が法律の執

行に限られないものであることを明らかにしていた。

　ヴィシー政権はその存続時に一つの対抗者を持っていた。ドイツ占領軍及びそのヴィシーにおけ

る協力者に組織的に抵抗したドゴール将軍General de Gaulleの解放戦線である。ドイツ軍の撤退

後解放戦線は、その開放領域に支配を行使し、暫定政府を樹立した。これは、１９４４年６月３日のオ

ルドナンスでもって公式にフランス共和国暫定政府Gouvernement provisoire de la République 

francaiseと称した。この暫定政府ははじめいわゆる事実上のもの gouvernement de faitであっ

て、これで gouvernement légalに対抗した。その頂点にドゴール将軍が立ち、暫定政府の大統領

であり、彼が大臣を選任し、罷免した。権力分立は見られず、立法権も執行権も行使した。国民の

意思を表明すべきものとされた暫定評議会Assemblée consultative provisoireは固有の決定権を

持たず、助言機能のみであった。Gouvernement provisoireはそれ故に準専制的性格を有し、す

べての国家権力を自らのなかに集中した超強力な統治を示すものであった。

　かかる意味は、この暫定政府を法的根拠のうえに置く１９４５年１１月２日の憲法でもって変更した。

　150

３８） a.a.O.S.67－71.



151　

gouvernement légalとなったのであり、同時にそれは、権限の重要な部分を新たに選出された国

民議会で失ったのである。国民議会は立法権を持ち、また新しい憲法を創ることができる。最後に

それは政権（Regierung）の形成・維持へ重大な影響を行使する。というのも、それは gouvernement

の首長 présidentを選任し、首長により編成される政権及びその政権綱領について、その承認に服さ

せ、一定の前提条件のもと政権の退陣をも達成しえたのである。Le Gouvernement est responsable 

devant l’Assemblee（Art.1）であった。ここで、gouvernementは再び執行権の領域に限定された。

もはや、gouvernementは国家権力の唯一の椅子ではなく、その機関の一つにすぎなかった３９）。

　８第四共和制（１９４６－１９５８）１９４５年１１月２日の法律は、新憲法の発効でもって終了するとの経過

規定をつくっていた。憲法制定国民議会の委員会がそれ故に一つの憲法草案を作りこれが１９４６年４

月１９日総会で採択された。この草案は、確かに１９４６年５月５日の国民票決で僅少多数でもって否決

されたが、憲法制定議会にとりこの消極的票決結果後もそのさらなる作業のための出発点であり留

まり、そこからついには１９４６年１０月２７日の憲法が生じたのである。

　そこで、まずこの四月草案のテキストにおいて、gouvernement概念は以前からの引継ぎや重要

でない使用を除き極力避けられている。この gouvernementの放棄は、執行権の地位が比較的に弱

いことの証拠であるという。この憲法草案において国民議会が絶対的支配を含んでいて、国民はそ

の主権を国民議会の議員を通してのみ行使する（Art.47）。あらゆる権力分立の憲法理論的端緒は

なくなり、一つの権力、国民議会のみが存する。これが総理大臣を選任する（Art.51,76）。総理大

臣は人事の構成や内閣の綱領に対して議会の同意を必要とする（Art.79）。Art.80は大臣の責任を

確立し、Art.57は会期外に国民議会の理事部が内閣の活動をコントロールする旨規定する。統治

は、この概念をおよそこの草案テキストに反して用いようとするとき、法律の実施を議会に依存す

る機関として監視することに限定されるのである（Art.78Abs.1）。この体制は会議政

（gouvernement d’assemblée）と特徴づけられるという（P.Bastid, G.Burdeau）。この１９４６年４

月１９日憲法草案は、国民票決の賛同を得なかったので、国民議会は、基本的にはそのコンセプトを

変えずに妥協の助けでもって新草案に対して多数を得るように努めた。が、相変わらず議会が中心

的地位を占め、執行権は強く形成されてはならなかった。

　反対者ドゴールは、１９４６年８月２７日の宣言で言葉についても意味についても（Mot et chose）

gouvernementの欠如を批判したのである。この宣言は、ドゴールの国家観念を明らかに認識させ

るものである。国家が存するならばこれはしっかりした手でもって統治されねばならない。そのか

ぎりでドイツ国家学の国家把握に近づく。これは国家そしてそれを具現する統治を中心へ移すので

ある。議会主義や政党デモクラシーの思想はドゴールとは異質のものである。議会ではなく

gouvernementが彼の思慮の前面に出る。pouvoir exécutifの付随的使用はこの関連では用語的誤

りである。W.Frotscherの見るところ、gouvernement概念のみが議会から独立の強力な統治を示

３９） a.a.O.S.71－3. 従って、gouvernement概念にこのような意味も含まれえたことになる。



すのである。pouvoir exécutifは反対の国家構築へ向かう。

　ドゴールは１９４６年憲法草案に反対し、繰り返し gouvernementの必要性を強調したのである。彼

の見解によれば、国民議会はコントロール機能に限定される。が、自ら統治すべきではない。その

ようにしてのみ執行権は単なる figuration exécutiveを越えてそれに相応しい gouvernementの役

割へと増強しうるのである。有名な１９４６年６月１６日のバイユー Bayeuxでの談話でドゴールは

gouvernementを持つ国家像を誓った。それは政党により送られた assemblage de délégationsの

みでないことを意味する gouvernementを持つ強い国家の保護のもとでの国家像である。ドゴール

が強い統治、gouvernementを語ったのは偶然ではないという。専制的指導者は法律執行のみでな

く統治、gouvernementを要求するのだという。

　これに対して、１９４６年１０月２７日憲法の制憲者は彼の観念に従わなかった。そこでは民主的性格の

もと、gouvernementは海外占領地との関係、フランス連合関係領土との関係や１８７５憲法からの規

定といった例外的にのみ用いられる。執行権に議会が対置するが、ここで国民議会と共和国評議会

のうち（Art.5）、制憲者は第一院にのみ重要な権限を備えた。このコンセプトの理論的端緒はすで

に国家権力の唯一の所持者としてのフランス国民はこれを国民議会の議員によってのみ行使すると

いう四月草案の規定に由来する。それ故に当然のこととして、法律の決定は単独に国民議会にのみ

責任があり、委任できず（Art.13）、大臣は国民議会に対してのみ責任を負う（Art.48）。

　１９４６年憲法の民主的精神はつぎの標語に表われている（Art.2）。gouvernement du peuple, 

pour peuple, et par peuple. これは、別の系列ものであるがリンカーンAbraham Lincolnが

１８６３年１１月１９日アメリカのゲティスバーグGettysburgの国民墓地除幕式で述べた有名な言葉で

あった。アングロサクソンの government同様に、ここからフランス語への翻訳が由来するに違い

ないのであり、le gouvernementはこの関連で国家支配を直ちに意味した。それ故に包括的・実

質的統治概念が問題であり、執行権又は執行権的国家機関の印に限定されなかったことが指摘され

る。

　この憲法は１９５０年１月６日の法律により公的諸権力に関し補充があったが、そこには多くの場所

に gouvernement概念が用いられ、しかも常に議会に対抗する執行機関の印で組織的意味で用いら

れているという。他方、１９５４年１２月７日の法律は広範な憲法改正をもたらし、これは部分的に第三

共和制の議会主義体制へ戻ることをもたらした。gouvernement概念は役割を演じていなかった。

　結局、この憲法改正は第四共和制をその運命から守ることができず、転覆した。その原因は、

W.Frotscherによれば、gouvernementの、より大きな権力を憲法により備えた統治の欠如にある

と簡単には言えないという。会議政の体制も議会に明確な多数が存したならば、うまく機能したで

あろうという。その綱領に一致がなかった。アルジェリア問題がフランス国家を根本から揺るがし

た時、危機は最高点に達した。今や体制批判者が権力へと呼び寄せられたのである。国民議会は

１９５８年６月１日ドゴール政権を採用し、第四共和制の最後の政権となった４０）。 
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　９第五共和制（１９５８－今日まで）第四から第五共和制への移行は、革命ではなく、１９５８年６月３

日の法律によって、合法的方法で行なわれた。全権法 la Loi de Pleins Pouvoirsは、すべての国

家権力の行使をドゴール政権へ譲った。それ故に立法権・行政権はこの過渡期に gouvernementに

集中した。６月３日の第二法律 la Loi Constitutionnelにより、この政権は１９４６年憲法Art.90を改

正して憲法制定権を持った。もちろんその行使は一定の方向へ結合されていたのであるが。この法

律では、gouvernement概念がしばしば用いられていて、それは非常時の一回限りの憲法制定権を

除くと、執行権を行使する機関として、組織的意味での統治を示していた。

　同様の意味で gouvernement概念は、１９５８年１０月４日の新憲法のしっかりした構成要素にもなっ

ていた。この憲法では gouvernementは団体的国家機関であり、組織的意味での統治であって、総

理大臣とその内閣から成っている（Art.8,21.例外的に以前の経緯から包括的・実質的意味での用

法も見られる。Art.2Abs.5, Art.89Abs.5）。けれども、上述１９４６年８月２７日のドゴールの宣言に

従って１９５８年憲法は gouvernementを最強の国家機関に持ち上げたと期待したものは当てが外れた

ように見えるのである。実際、純粋に表面的にこの統治が憲法構造の無条件の中心点をなしていな

いことが明らかである。gouvernementに関する章は短く、憲法の頂点に立っていない。そうでな

く、共和国大統領の地位、権限についての膨大な章に関連して続いているのである。国家の大統領

が新憲法の立憲的枠組における決定的な権力ファクターである。彼が総理大臣を任命し、その提案

に基づき他の大臣を任命する（Art.8）。彼は閣議の長である（Art.9）。彼は立法に共働しえ

（Art.10）、一定の状況のもと、国民投票を強制しえ（Art.11）、又は国民議会を解散しうる

（Art.12）。彼は軍隊の長であり（Art.15）、官吏を任命し（Art.13）、外国と条約を締結、批准する

（Art.52）。最後に、彼にArt.16は、国家緊急時に特別の権限を与えている。

　彼の極めて重要な憲法的権限の枚挙は国家大統領が憲法により有する強力な地位を明らかにする

はずである。けれども、憲法の用語によれば、エリゼ宮殿Elysée-Palastは国家権力の唯一の場所

ではなく、権力分立が予定されている。だから、gouvernementはArt.20Abs.1により、フランス

政治を決し、指揮する重要な任務を有している。この形式のなかに同時に、実質的内容を持つ組織

的統治概念が存するのだという。これがその限りで、実質的統治概念を確立するドイツ国法学での

試みに相応する。Art.20Abs.1の規定は、フランス国法学でも新しいものではなく、１９３０年のつぎ

のLouis Trotabasの言葉は同様の思考をしていて、１９５８年憲法は再びこれを採用したのである。

統治するということ、それは国家の目標－政治的、経済的、社会的目標を主権的に決定し、そして

その目標の実現のために国家を指揮するということである。

　もちろん、ドゴール時代の憲法現実では、Art.20Abs.1はその実効性を発揮しえなかった。国家

大統領はその人格、その影響を根拠に国家の最高の政治的指揮を執った。Il régne et il 

gouverneと言われた（S.Arnéの言葉）。１９６２年１０月２８日の国民投票により採択された憲法改正は

それに道を開いた。これはプレビシットな、直接選挙に基づく大統領制を確立した。ドゴールは

１９６４年１月３１日プレスの前で宣言し、国家大統領の人格に具現された国家に再び憲法生活における



位置を与えた。彼の見解によれば、議会支配や政党デモクラシーはこれを国家から奪っていたので

ある。統治は国家大統領の単なる道具となった。国家大統領は彼に制憲者により本来考えられた最

高の仲裁者の役割（Art.5）でもって満足しようとしなかった。国家大統領は、先の宣言でいつで

も総理大臣を替える可能性を持つとし、総理大臣は彼に与えられた任務を充足するか又はもはや大

統領の信任を享受しないかどちらかであった。

　憲法の用語に固執せずに概念のより広い理解により gouvernementのもとに、議会、裁判所に対

置するすべての執行的国家機関、それ故に国家大統領をも捉えるならば、ドゴールは１９４６年８月２７

日の宣言で努められた目標を実現したことになる。国家をしっかりした手でもって指揮する強い統

治、gouvernement présidentielである。この意味において、第五共和制憲法の主たる建築家ミ

シェル・ドプレMichel Debréも gouvernement概念を理解する。彼が憲法作成を国家すなわち他

でもないgouvernementを願望するすべてのものに対して一つのチャンスとして賞賛するときに。

　１９５８年憲法は今日も存在する。とくに１９６４年１月３１日のプレス会議で明らかにされたごとき国家

大統領の個人支配（monarchie électiveと呼ばれるという（A.Hauriou））の疑わしい現象はド

ゴールの退陣後弱まったが、gouvernement présidentielの原則は放棄されることはなかった。ポ

ンピドゥ Ponpidouは、個人的カリスマにより徹底した前任者よりも権力に控えめな関係を持っ

た。しかし、ドゴールが本質的には外交・アルジェリア政策や防衛政策のみ彼の個人的決定に留保

したのであったが、ポンピドゥはすべての政治領域へ大統領の直接的影響行使を拡大したのであ

る。最後に、１９７２年彼が当時の総理大臣Chaban-Delmasを解任し、Messmerを新総理に据えたや

り方は、明らかにドゴールのもと形成されたごとき大統領と統治との関係に重大な変化は起こって

いないことを示した。固有の意味の gouvernementはさらに国家大統領の手中にあったのである。

ジスカールデスタンGiscard d’Estaingの在職時以降については、W.Frotscherの展開は及んでい

ない ４１）。

　１０Ｗ・フロチャーの概略このような展開から、つぎのような結果が導かれるのだという４２）。

　すなわち、フランスの制憲の政治的諸勢力のなかにおいて、特に際立った民主的国家理解を要求

するものは、gouvernement概念を憲法のヴォキャブラリー Vokabularから追放しようとするとい

うことである。彼らは、立法権、議会の無条件の優位を明らかにするために、執行権 le pouvoir 

exécutif又は執行部 le coseil exécutifについて述べることのみを選ぶ。

　この努力の例として、革命期の諸憲法、また１８４８年、１９４６年憲法がある。１８１４年、１８３０年憲法は

同様には民主的理想に充たされていなかった。しかし、これらは gouvernement概念を避けて、そ

の代わりに puissance exécutiveを用いた。先行する憲法期に対して明らかな執行権の弱化や確か

な民主的・議会主義的拘束を表明するためにである。
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　フランスの憲法語における gouvernement概念の軽視の動機は、Bonaparte支配下に初めてでは

なく、アンシャンレジーム期にまでさかのぼる。絶対国王の全国家権力を自らに集中させる権力装

置のための印としての gouvernementは後の制憲者へも絶えずなお威嚇的に作用したのである。こ

こで、１７８９年以来フランスの政治現象はその出発点、アンシャンレジームを考慮しないでおくなら

ば、捉えられえぬというA.Hauriouの確立は維持されることになる。

　gouvernement概念は、けれどもアンシャンレジームにおいてのみならずより若い憲法史におい

ても繰り返し超権力的又は国家主権と同置する執行権力を示し、かくてその反人民的制度

institution antipopulaireとしてのその評価に広範な助力を与えてきたのである。統領政治憲法や

二つの帝国憲法も、１７９３/９４年の革命政権 gouvernement révolutionnaire、１８７０/７１年の国防政権

gouvernement de la Défense nationale、Marschall Pétainsの gouvernement de la République、

そしてドゴール将軍の暫定政権gouvernement provisoireと同様に、そのための証拠となるのである。

　１９５８年１０月４日の現行憲法の組み立ては、すでに見たごとく困難を準備する。憲法テキストの用

語だけを見るならば、この gouvernementは、確かに１９４６年憲法の閣議Conseil des Ministresよ

りは強く形成されているが、けれども権力分立体制のなかにはめ込まれていて、この中で一義的に

国家大統領の影にある執行国家機関を示す。しかし、第五共和制の制憲権力の統治理解は、その憲

法の狭い用語をこえて、広義での gouvernementのもとに国家大統領の官職をも捉えるときに、当

たっているのである。だから、再び以前の憲法に相応する gouvernement概念に至るのである。つ

まり、いずれにせよ政治的実践において、超権力的gouvernement présidentielである。

　他方において、１９５８年憲法の用語は一つの方向を示している。すなわち、そこでは gouvernement

概念が確かに広く展開され、実行されるものであるということ、つまり君主制的過去への顧慮なし

に、民主制においても用いうるところの指揮する執行機関の印としてそうであることを示している

のである。この狭い組織的意味で、gouvernement概念はすでに主として文献上用いられているので

ある。

　１１このようなＷ・フロチャーの総括は、これまでのフランス憲法の展開から見てほぼ理解できる

ものである。フランスでは、英国における governmentとは実に対照的な評価を受けていることが

印象的であった。ただ、この gouvernement概念の用法が憲法史上そのようなものであったとして

も、執行権が現実にかかる gouvernementが意味するような権限を持っていないとか、或は持つべ

きではないというような結論が直ちに導かれるものではないであろう。特に、現代国家における行

政府のあり方を考えるとき、執行権と gouvernementとが二者選択的に区別して議論されることに

必然性があるのかどうかは、なお吟味することが残されているように思われるのである。




